
１．協議の場の設置状況

　　医療的ケア児のための保健・医療・福祉・教育等の関係機関の協議の場の設置状況について

福祉
事務所

保健所・
保健セン

ター

児童
相談所

教育
委員会

学校 医療機関 訪問看護
社会福祉
協議会

当事者団
体等

相談支援
事業所

障害児通
所支援事

業所

その他の障害
福祉サービス
事業所等

その他
※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

北海道

実施方法
（例：新規単独、既存の○○会議を活

用等）

設置年度
（予定も含む）

※２
協議の場の名称

北海道障がい者施
策推進審議会医療
的ケア児支援部会

医師会、小児科医会、看護協会、特別支援学校長会

平成28年度 単独 北海道全域 8

対象地域
（例：○○都道府県全域、

○○圏域等）

北海道小児在宅医
療推進協議会

平成30年度

南檜山

地域における医療的ケア児の支援に関する状況等調べ

構成団体
構成員
（人
数）

平成30年度

新規単独（※）
※H27～H29は補助事業として実施して
いたものを、H30からは都道府県に設

置

北海道全域 18

医師会、小児科医会、日本小児科学会北海道地方会、看護協会

保健医療福祉圏域
連携推進会議
（在宅医療専門部
会等）

平成30年度
既存の会議を活用（議題の中で、小児
在宅医療についても検討・協議・情報

共有）
各二次医療圏

圏域に
よって
異なる

※各圏域によって異なる（医師会、歯科医師会、薬剤師会等）

特別支援学校にお
ける医療的ケア連
絡協議会

平成17年度 道教委が主催して毎年1回実施 全道 11

医師会、看護協会、特別支援教育関係ＰＴＡ連絡協議会、保健福祉部

石狩圏域障がい福
祉計画等圏域連絡
協議会

平成30年度
既存の石狩圏域障がい福祉計画等圏域
連絡協議会を活用

石狩圏域
（未
定）

行政

南渡島圏域障がい
福祉計画連絡協議
会

平成30年度 既存の協議会を活用 南渡島圏域 17
管内各市町障がい福祉計画担当課長、渡島総合振興局社会福祉課長、子ども子育て支援室長、健康推進課長、精神障がい者
地域生活支援センター長、障害者就業・生活支援センター長、障害者福祉サービス事業所長、地域づくり推進員、地域づく
りコーディネーター

南檜山障がい福祉
計画圏域連絡協議
会

既存の圏域連絡協議会の協議事項に追
加

11

障害者就業・生活支援センター、地域生活支援センター、地域づくりコーディネーター、地域づくり推進員

都道府県市
名
※１



○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※４

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○

その他
（詳細）

※３

北海道

既存の障がい福祉計画等圏域連絡協議
会を活用

後志圏域

地域づくりコーディネーター、中空知圏域精神地域生活支援センター長、空知しょうがい者就業・生活支援センター長

北空知障がい福祉
計画等圏域連絡協
議会

平成30年度 既存の協議会を活用 北空知障がい保健福祉圏域 10

地域づくりコーディネーター、北空知圏域精神地域生活支援センター長、空知しょうがい者就業・生活支援センター長

上川北部圏域障が
い福祉連絡協議会

上川中部圏域 13

圏域内各市町村

26

各町村障がい福祉所管課、その他必要に応じた機関

南空知障がい福祉
計画等圏域連絡協
議会

平成30年度 既存の協議会を活用 南空知障がい保健福祉圏域 14

地域づくりコーディネーター、南空知圏域精神地域生活支援センター長、空知しょうがい者就業・生活支援センター長

中空知障がい福祉
計画等圏域連絡協
議会

平成30年度 既存の協議会を活用 中空知障がい保健福祉圏域 15

既存の上川北部圏域障がい福祉連絡協
議会を活用

北渡島檜山障がい
福祉計画圏域連絡
協議会

平成30年度
既存の圏域連絡協議会の協議事項に追

加
北渡島檜山 10

障害者就業・生活支援センター、地域生活支援センター、地域づくりコーディネーター、地域づくり推進員

後志障がい福祉計
画等圏域連絡協議
会

平成30年度

富良野圏域障がい
福祉連絡協議会

平成30年度

上川北部圏域 11

圏域内各市町村

上川中部圏域障が
い福祉連絡協議会

平成30年度
既存の上川中部圏域障がい福祉連絡協

議会を活用

既存の富良野圏域障がい福祉連絡協議
会を活用

富良野圏域 8

圏域内各市町村

留萌障がい福祉計
画等圏域連絡協議
会

平成30年度 既存の協議会を活用 留萌圏域 13

各市町村、精神障害者地域生活支援センター、障がい者就業・生活支援センター、振興局社会福祉課

宗谷障がい福祉計
画等圏域連絡協議
会

平成30年度 既存の会議を利用 宗谷圏域 11

平成30年度

管内市町村障がい福祉主管課



○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

北海道

１６人

保育連合会

青森県障害者自立
支援協議会医療的
ケア児支援体制検
討部会

平成30年度

保育所、幼稚園関係団体

既存の障害者自立支援協議会に新たに
医療的ケア児支援体制検討部会を設置

青森県全域青森県

岩手県

岩手県重症心身障
がい児・者及び医
療的ケア児・者支
援推進会議

平成30年度
既存の重症心身障がい児・者支援推進

会議を拡充
岩手県全域 22

既存の会議を利用
西胆振圏域
（３市３町）

12

精神障がい者地域生活支援センター、障害者就業・生活支援センター

26

管内１９市町村障害福祉計画・障害者計画主管課

北海道日高圏域
１２＋
その他

精神障がい者地域生活支援センター、障害者就業・生活支援センター、その他協議会の開催に必要と認められる者

北網障がい福祉計
画等圏域連絡協議
会

平成30年度

東胆振圏域障がい
福祉計画等圏域連
絡協議会

平成30年度 既存の会議を利用
東胆振圏域
（１市４町）

16

地域づくりコーディネーター、協議会の開催に必要と認める者等

十勝障がい福祉計
画等圏域連絡協議
会

平成30年度
既存の十勝障がい福祉計画等圏域連絡

協議会を活用
十勝圏域

既存の協議会を活用 北網圏域 18

地域づくりコーディネーター、協議会の開催に必要と認める者等

11

精神障がい者地域生活支援センター、障害者就業・生活支援センター

西胆振圏域障がい
福祉計画等圏域連
絡協議会

平成30年度

未定 平成30年度 既存の釧路圏域連絡協議会を活用 釧路圏域

根室圏域障がい福
祉計画等圏域連絡
協議会

平成30年度 既存の協議会を活用 根室圏域
（未
定）

障がい者就業・生活支援センター

遠紋障がい福祉計
画等圏域連絡協議
会

平成30年度 既存の協議会を活用 遠紋圏域

日高圏域障がい福
祉計画連絡協議会

平成30年度 既存の協議会を活用



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

山形県庄内圏域

山形県最上圏域

平成30年度予定 未定 山形県村山圏域

平成30年度予定

山形県医療的ケア
児支援協議会

山形県

未定

平成30年度予定 未定

仙台市，市町村障害福祉担当課，県関係課等(医療政策課，子ども・家庭支援課ほか)

未定

医療的ケア推進協
議会

平成17年度 新規単独 秋田県全域 30

看護協会、保健・福祉行政、大学（学識経験者）、保護者

秋田県医療的ケア
児等支援協議会

平成30年度 新規単独 秋田県全域 22

　保護者、行政機関として３つの市の障害福祉担当課、障害福祉行政担当者、在宅医療行政担当者、保健行政担当者

学識経験者,保健関係団体,保育所

茨城県医療的ケ
ア児支援体制協

議会

福島県

茨城県 茨城県 新規

秋田県

21

平成30年度予定 未定 山形県置賜圏域

未定

未定

宮城県
宮城県障害者自立
支援協議会こども
部会

平成27年度 既存の会議を活用 宮城県全域

平成30年度予定
既存の２つの会議の合同会議とする。

（福島県周産期医療協議会）
（福島県自立支援協議会こども部会）

福島県全域

学識経験者、医師会、看護協会、保育所、保護者

27

福島県医療的ケア
児地域支援体制に
係る合同会議（福
島県周産期医療協
議会・自立支援協
議会子ども部会）

山形県全域
30人程

度

県歯科医師会、県薬剤医師会、保育所、学識経験者、行政関係部局

Ｈ２９

平成30年度予定 新規単独

14

未定



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

未定

埼玉県
埼玉県自立支援協
議会

群馬県立特別支援
学校医療的ケア支
援事業運営協議会

平成１７年度

平成２９年度

自立支援協議会
サブ協議会

H30
医療的ケア児等コーディネーター養成

研修実行委員会を兼ねる。
群馬県全域

群馬県全域 32

群馬県

県東圏域 未定

平成30年度予定 既存の会議を活用予定

15

栃木県自立支援協
議会医療的ケア児
支援検討部会

平成28年度 新規単独 栃木県全域 12

栃木県

未定

未定 平成30年度予定
既存の会議（在宅医療推進支援セン
ター圏域連絡会議等）を活用予定

県西圏域

9

学識経験者（大学院准教授）

県南圏域

平成30年度予定

既存会議の活用（予定）
・母子保健推進会議
・芳賀地区自立支援協議会「すこやか
発達部会」

難病在宅支援関係
者会議

平成30年度予定
既存の「難病在宅支援関係者連絡会」
を活用

両毛圏域 20

既存の自立支援協議会を活用 埼玉県全域

単独

県医師会

栃木県慢性疾病児
童等地域支援検討
部会

平成27年度 単独実施 栃木県全域

20～30
人

※テー
マによ
り選定

栃木県慢性疾病児
童等地域支援協議
会

平成27年度 単独実施 栃木県全域 12人



その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

障害者福祉施設、専門機関（県立総合療育相談センター、県精神保健福祉センター、県総合リハビリテーション事業団）、
県障害者権利擁護センター（障害者自立生活支援センター）、神奈川労働局、県障害者施策審議会委員、学識経験者（福
祉）

神奈川県小児等在
宅医療推進会議

平成26年度
（＊H30年度

末）
＊

神奈川県

平成28年度

20
（H29年
度実施
時点）

県医師会、地域中核病院、県看護協会、県重症心身障害児者協議会、専門機関（県立こども医療センター、県立総合療育相
談センター、県総合リハビリテーション事業団）、
行政機関（市町村母子保健主管課、障害福祉主管課）　（※中核病院、保健福祉事務所、市町村及び養護学校はモデル地域
と連動）

地域小児等在宅医
療連絡会議

平成26年度
平成28年度

平成30年度（予
定）

既存会議の活用
（県が設置。２年後に地域で自走。）

茅ヶ崎地域Ｈ26年度～27年
度
厚木地域　Ｈ28年度～29年
度
小田原地域Ｈ28年度～29年
度
横須賀地域H30年度～31年
度（予定）

神奈川県全域 23

神奈川県全域

郡市医師会、中核病院、専門機関（県立こども医療センター、県立総合療育相談センター、県総合リハビリテーション事業
団）、行政機関（市町村障害福祉主管課、母子保健主管課）

県内各市町村母子保健主管課及び障害福祉主管課

その他⇒医師会,行政障害福祉所管
上記の他に庁内幹事として庁内関係部署から6名が参加している。(医療政策部地域医療担当課長、保健政策部保健政策課
長、少子社会対策部保育支援課長・事業推進担当課長、障害者施策推進部地域生活支援課長、教育庁都立学校教育部特別支
援教育課教育庁都立学校教育部特別支援教育課主任指導主事）

神奈川県医療的ケ
ア児等支援庁内連
携会議

医療的ケア児の支
援に関する市町村
情報交換会（名称
は適宜変更して開
催）

新規単独 神奈川県庁内関係各課 10

東京都
医療的ケア児支援
関係機関連絡会

平成29年度 単独

既存の研究会を活用して設置未定 平成３０年度

平成30年度

茅ヶ
崎：19
厚木：

21
小田

原：23
横須

賀：－
(未定)

新規単独 神奈川県全域　H28～
33市町

村

東京都全域

未定 平成３０年度 未定
障害福祉圏域もしくは二次
医療圏での設置を検討

県全域

県行政機関　⇒保育（次世代育成課、子ども家庭課、私学振興課）、医療（医療課）、母子・保健（健康増進課、保健人材
課）、
教育（インクルーシブ教育推進課、子ども教育支援課、特別支援教育課）、福祉（障害福祉課）

神奈川県障害者自
立支援協議会
（＊H30年度末）

平成18年度
（＊H30年度

末）

＊委員の相互就任により県レベルの協
議の場
　　　として整備する方向で調整中
（別添図を参照）

千葉県



○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

神奈川県

行政関係部局（県障害福祉課、県医療課、県学校支援課）、教育局関係（管理医師長、校長代表、総合教育センター）、学
識経験者

＊ 神奈川県全域

行政機関（県次世代育成課、市町村保育主管課）

市町村、療育機関、保育園、幼稚園

新潟県自立支援協
議会療育支援部会

35

平成25年度 既存の療育支援部会を活用 新潟県全域

県医師会、県ヘルパー協議会、県保育連絡協議会　等

平成22年度
湘南西部障害保健福祉圏域自立支援協

議会を活用
湘南西部圏域 24

行政機関（３市２町の障害福祉主管課）、地域拠点事業受託事業者

湘南東部障害保健
福祉圏域自立支援
協議会重度障害者
の医療的ケアに関
する連絡会

平成28年度
湘南東部障害保健福祉圏域自立支援協

議会を活用
湘南東部圏域 17

行政機関（市児童福祉主管課）、市医師会、地域拠点事業受託事業者

保健福祉事務所母
子保健担当者会議

平成17年度
（＊H30年度

末）

神奈川県立特別支
援学校医療ケア等
支援事業運営協議
会

平成15年度
（＊H30年度

末）

新規単独

＊　　　　　　平成15年度より継続実
施

17

新潟県全域

平成30年度

12

16名程
度

行政機関（県健康増進課、神奈川労働局）、学識経験者（保健福祉）

行政関係部局（県次世代育成課、県子ども家庭課）

学識経験者、市町村、療育機関、保育園、幼稚園

新潟県

富山県全域

湘南西部障害保健
福祉圏域自立支援
協議会重症心身障
害児者及び医療的
ケアを必要とする
方の支援ネット
ワーク

神奈川県保育対策
協議会

新潟県自立支援協
議会圏域部会（圏
域連絡調整会議）

平成20年度
既存の圏域連絡調整会議（療育支援部

会）を活用
県内障害保健福祉圏域（７圏域）10～20

新規 神奈川県全域

16

重症心身障害・医
療的ケア部会
（仮）

平成30年度
（予定）

自立支援協議会専門部会として新規に
設置

平成26年度

富山県

18

県小児医会、県医師会、市町村

神奈川県全域 13

神奈川県慢性疾病
児童地域支援協議
会

平成28年度
（＊H30年度

末）
＊ 神奈川県（政令市・中核市域を除く）

小児在宅医療体制
整備連絡協議会



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

長野県

保健行政、弁護士

県　医療機関担当課、在宅医療担当課

既存の石川県小児医療ネットワーク事
業の一環として実施

石川県全域

県、市町

46

県看護協会、学識経験者、圏域マネージャー（各圏域における相談支援に関するアドバイザー）、療育コーディネーター
（地域で相談、関係機関との連絡調整等を行うコーディネーター）
県関係機関（障害福祉課、医務課、健康増進課、子育て支援課、私学・科学振興課）

佐久圏域連携推進
会議 平成30年度 自立支援協議会を活用 佐久圏域 44

構成員 ： 全市町村の障害福祉担当者、保育園、障がい者総合支援センター（障がい児コーディネーター、療育コーディ
ネーター、発達障がいサポート・マネージャー）
オブザーバー ： 重心・医ケア児の家族会（病院及び特別支援学校）が適時参加

上小圏域連携推進
会議

平成30年度 自立支援協議会を活用 上小圏域 37

諏訪圏域連携推進
会議

平成30年度
自立支援協議会を活用

長野県医療的ケア
児支援連携推進会
議上伊那圏域会議

平成29年度 単独設置 全県域 19

小児等在宅医療連
携推進部会

平成28年度 27

薬局
圏域管内の市町福祉担当課
（保健福祉事務所としては健康づくり支援課が構成団体として参画。）

平成30年度 自立支援協議会を活用 上伊那圏域 53

自立支援協議会、行政(県、市長会、町村会)

山梨県

石川県

医療的ケアサポー
ト運営協議会

平成15年度 新規単独
看護師が配置されている
（来年度配置予定を含む）

県立特別支援学校
9

山梨県医療的ケア
児者支援検討協議
会（仮称）

平成30年度 新規単独 山梨県全域 20名

福井県
小児在宅医療推進
協議会

長野県医療的ケア
児等支援連携推進
会議

平成30年度 新規単独 長野県全域 約15

諏訪圏域



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

長野県

岐阜県

西濃圏域障がい者総合支援推進会議
療育・医療的ケア部会を活用

(平成30年度においては西濃保健所主
催の小児慢性特定疾患に関する会議と

共催予定）

西濃圏域

定数は
定めず
議題に
応じ構
成団体
から招

集

岐阜圏域障がい者
総合支援推進会議
療育・医療的ケア
部会

平成18年度
(障害者の日常
生活及び社会生
活を総合的に支
援するための法
律（平成17年法
律第123号）に

基づく）

岐阜県障がい者総
合支援懇話会（重
症心身障がい・医
療的ケア部会）

平成28年度
平成23年度に設置した「重症心身障が
い児者支援連携会議」の改組により新

設
岐阜県全域 37

長野圏域障がい児
等医療支援推進会
議

平成30年度
小児長期入院児等支援・在宅医療支援

連絡会
を活用

長野圏域

平成18年度
(障害者の日常
生活及び社会生
活を総合的に支
援するための法
律（平成17年法
律第123号）に

基づく）

医療的ケア児等支
援松本圏域連携推
進会議（仮称）

平成30年度

北信圏域連携推進
会議（仮称）

岐阜圏域障がい者総合支援推進会議
（旧称：岐阜圏域障害者自立支援推進
会議）設置時に下部組織の部会として

設置

定数は
定めず
議題に
応じ構
成団体
から招

集

西濃圏域障がい者
総合支援推進会議
療育・医療的ケア
部会

岐阜圏域

　市町村（福祉担当）、保育園

市村

飯伊圏域連携推進
会議

平成30年度 自立支援協議会を活用 飯伊圏域
（未
定）

上記の方向で検討中のため、今後変更となる可能性もあり

木曽圏域連携推進
会議

平成30年度 自立支援協議会を活用 木曽圏域 20

構成団体は未定であり、上記参加予定団体も今後の意見交換により変更あり。

県医師会、岐阜市、岐阜県（県庁関係課、県事務所福祉課）

市町障害福祉担当課、医療福祉連携推進課、重症心身がい在宅支援センターみらい

大北圏域連携推進
会議

平成30年度 自立支援協議会を活用 大北圏域 8

平成30年度 自立支援協議会を活用 北信圏域 （未定）

自立支援協議会を活用 松本圏域 約20



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

飛騨圏域 12

障がい者自立支援
推進会議

岐阜県

愛知県

重心関係施設事業者、学識経験者、県行政関係者、オブザーバーとして県教育委員会特別支援教育課、政令市障害福祉担当
課、各圏域スーパーバイザー

約60

平成18年度
(障害者の日常
生活及び社会生
活を総合的に支
援するための法
律（平成17年法
律第123号）に

基づく）

既存の会議を活用

東濃圏域障がい者
総合支援推進会議

平成18年度
(障害者の日常
生活及び社会生
活を総合的に支
援するための法
律（平成17年法
律第123号）に

基づく）

東濃圏域障がい者総合支援推進会議に
おける療育・医療的ケア部会を活用

東濃圏域 20

既存の尾張西部障害保健福祉圏域会議
を活用

24

愛知県障害者自立
支援協議会医療的
ケア児支援部会

平成30年度
障害者自立支援協議会の専門部会とし
て設置

飛騨地域障がい者
自立支援推進会議
療育・医療的ケア
部会

市町、地域アドバイザー

教育事務所、各市町村

飛騨圏域発達障がい支援センター、重症心身障がい在宅支援センター

保育所、有識者、県（障害児者拠点施設）、政令指定都市（行政職）

市、地域アドバイザー

市町、地域アドバイザー

尾張中部障害保健
福祉圏域会議

平成30年度
既存の尾張中部障害保健福祉圏域会議
を活用

尾張中部障害保健福祉圏域 22

愛知県全域 14

平成18年度
(障害者の日常
生活及び社会生
活を総合的に支
援するための法
律（平成17年法
律第123号）に

基づく）

障がい者自立支援推進会議の「療育・
医療的ケア部会」において実施

中濃圏域

静岡県
重症心身障害児
（者）在宅支援推
進連絡調整会議

平成22年度 新規単独 静岡県全域

尾張東部障害保健
福祉圏域会議

平成30年度
既存の尾張東部障害保健福祉圏域会議
を活用

尾張東部障害保健福祉圏域 18

尾張西部障害保健
福祉圏域会議

平成30年度 尾張西部障害保健福祉圏域 18



○ ○ ○ ○
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（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

愛知県

既存の海部障害保健福祉圏域会議を活
用

愛知県 32

西三河南部　東
障害保健福祉圏域
会議

必要数
（１５
名程
度）

東三河南部障害保
健福祉圏域会議

平成30年度
既存の東三河南部障害保健福祉圏域会
議を活用

平成30年度
既存の西三河南部　東　障害保健福祉
圏域会議の枠組みを活用し設置

海部障害保健福祉
圏域会議

平成30年度

市町村障害保健福祉担当職員、県障害福祉課

市町村障害保健福祉担当職員、県障害福祉課

市、就業・生活支援センター職員、地域アドバイザー

愛知県健康福祉部、愛知県医師会、看護師に関する団体

市町、地域アドバイザー

32

市、公共職業安定所

障害者就業・生活支援センター、市町村、地域アドバイザー、県障害福祉課

東三河南部障害保健福祉圏域

西三河南部　東　障害保健福祉圏域26

27

市町村、就労・生活支援センター、公共職業安定所、地域アドバイザー

市町の障害児計画所管課。必要に応じて構成員の見直しを行う

既存の東三河北部障害保健福祉圏域会
議を活用

大学病院小児トータルケアセンター、地域ネットワーク

三重県
三重県障害者自立
支援協議会医療的
ケア課題検討部会

平成27年度 新規単独 三重県全域

海部障害保健福祉圏域 14

知多障害保健福祉
圏域会議　子ども
部会

西三河南部　西
障害保健福祉圏域
会議

西三河北部障害保
健福祉圏域会議

平成30年度
既存の西三河北部障害保健福祉圏域会
議を活用

西三河北部障害保健福祉圏域

平成30年度
既存の西三河南部　西　障害保健福祉
圏域会議の枠組みを活用し設置

西三河南部　西　障害保健福祉圏域28

東三河北部障害保健福祉圏域

尾張北部障害保健福祉圏域

東三河北部障害保
健福祉圏域会議

平成30年度

尾張北部障害保健
福祉圏域会議

平成30年度
既存の尾張北部障害保健福祉圏域会議
を活用

平成30年度
既存の知多障害保健福祉圏域会議に
「子ども部会」を新規設置

知多障害保健福祉圏域 33

医療的ケア連絡協
議会

11

19

平成１７年度

愛知県内の特別支援学校において実施
すべき医療的ケアの内容及び実施・連
絡体制並びに緊急時の対応方法等の協
議



○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

29年度に設置した京都府障害者施策推
進協議会のワーキンググループのまと
めをもとに、医療、福祉、保育、教育
等、医療的ケア児等の連携について協
議の場を設置する。

行政（市町村）

学識経験者、「その他の障害福祉サービス事業所等」は障害児入所及び通所施設

乙訓在宅療養児支
援体制検討会

平成25年度

丹後圏域障害者自立支援協議会医療的
ケア部会を活用

京都府丹後圏域 28

京都府内全域

中丹圏域障害者自
立支援協議会
医療的ケア部会

平成30年度 既存の障害者自立支援協議会を活用 京都府中丹圏域 29

丹後圏域障害者自
立支援協議会医療
的ケア部会

平成21年度

運営会議 平成18年度 医療的ケア実施体制整備事業

　　保護者・知事部局・学校看護師

京都府

15

京都府南丹保健所
管内母子保健・医
療・福祉ネット
ワーク会議

平成25年度

管内市町村

学識経験者

学識経験者, 圏域の市町、圏域外のNICU医療機関

地域リハビリテーション支援センター

平成29年度

府全域の医療的ケアを必要
とする府立特別支援学校に

おける幼児児童生徒
16

17

京都府南丹圏域 25

保健所主催で以下について協議
(1)在宅療養児支援ネットワーク構築
及び支援体制に関すること
(2)在宅療養児の実態把握に関するこ
と
(3)社会資源に関すること
(4)その他、必要な事項に関すること

滋賀県
医療的ケア児・者
に関する協議会

平成29年度
既存の滋賀県障害者自立支援協議会内
に設置

滋賀県全域 11

リハビリテーションセンター、重心ケアマネ、県関係所属

平成27年度

医療的ケアが必要
な児童等への支援
方策検討のための
協議の場（仮称）

京都府乙訓地域

京都府山城北圏域 80

山城南圏域自立支
援協議会　　医療
的ケア部会

平成30年度
既存の自立支援協議会を活用（新設の
部会として設置）

京都府山城南圏域

11

平成25年に立ち上げた当該会議の中に
協議の場を充当

山城北圏域
在宅療養児・者の
地域生活支援ネッ
トワーク会議

新規単独
（既存の「在宅療養児支援ネットワー
ク会議」と合体）



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

①庁内3
部+

教育庁
②庁外6
機関

1４機関

（未
定）

大阪府難病児者支
援対策会議

平成29年度

関係機関連会議
（府内保健所）

平成30年度

医療的ケアが必要な慢性疾病児、障が
い児等が地域で安全に安心して療養生
活が送れるよう、地域の関係機関との
連携を深め、ネットワークの強化・推
進を図る。

大阪府全域

各保健所域で開催

大阪府の4部局（健康医療、福祉、商
工労働の3部、教育庁)、政令市、中核
市保健所（保健センター）が参画し、
難病関連事業、法の制度改正等情報共
有を行い、府域の行政としての支援方
策を検討する。

医師会・歯科医師会・薬剤師会・小児科医会・病院協会・私立病院協会・看護協会

（未
定）

看護協会、助産師会、保育協会、社会福祉士会、市町保健師協議会

大阪府

奈良県

県内全域

大阪府難病児者支
援対策会議事務局
会議

平成29年度

大阪府全域

府内の難病患者や慢性疾患児童の安定
的な療養生活実現のために、難病等に
係る各分野の専門家と意見交換等を行
うことにより、難病患者等の事情や課
題を情報共有することで難病及び慢性
疾患児童対策の維持・向上を図る。

小児慢性特定疾病
児童等地域支援検
討会

平成29年度

既存の小児慢性特定疾病児童等地域支
援検討会を活用し、小児慢性特定疾病
児童の支援内容等を地域の関係者が協
議し、地域での支援体制整備を図る。

兵庫県
医療的ケア児支援
連携協議会

平成29年度 新規単独 兵庫県全域 24

大阪府医療依存度
の高い重症心身障
がい児者等支援会
議

平成30年度予定 新規単独 大阪府全域 17人

委員　5
名

関係所
属　7

重症心身障害児
（者）支援ネット
ワーク会議

平成22年度

既存の重症心身障害児（者）支援ネッ
トワーク会議を活用し、重症心身障害
児（者）に係る地域医療機関の体制整
備、人材育成及び相談支援体制の充実
強化等を図る。

奈良県全域 17

和歌山県

和歌山県自立支援
協議会医療的ケア
児等支援検討部会
（仮称）

平成30年度予定 自立支援協議会に専門部会を設置 和歌山県全域



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

医療的ケア児支援
圏域ブロック会議
（予定）

Ｈ30年度 新規

9

平成２８年度
新規単独（徳島県障がい者自立支援協

議会の部会内に設置）
徳島県全域

県全域

23

（委員外）庁内関係課（医療対策課、健康増進課、子育て支援課、障がい福祉課、特別支援教育課）

医療的ケア部会

市町担当職員、市町配置コーディネーター、その他圏域の実情に応じて選定

新規単独 県全域 14

学識経験者、保育協会

20

　労働局、保育協議会

愛媛県障がい者自
立支援協議会子ど
も部会

平成29年度
既存の自立支援協議会子ども部会の委

員を拡充し、協議の場に位置付け
愛媛県全域

山口県

岡山県 未定 平成30年度予定 検討中 岡山県全域

10

徳島市

香川県

平成30年度
新規設置
慢性疾病児童等地域支援協議会と一体
的に開催

島根県全域

平成30年度 既存の自立支援協議会を活用等 香川県全域 19

徳島県
医療的ケアを要す
る重症心身障がい
児等支援検討会議

各圏域
３～１

０

山口県医療的ケア
児支援地域協議会

平成30年度

○○圏域医療的ケ
ア児支援連絡会議

平成30年度 新規単独又は既存会議体の利用

16人

島根県

島根県慢性疾病児
童等地域支援協議
会・医療的ケア児
支援連絡協議会

鳥取県

鳥取県地域自立支
援協議会
医療的ケアを要す
る障がい児者支援
体制部会

平成30年度
既存の鳥取県地域自立支援協議会を活
用し、その専門部会として実施

鳥取県全域

広島県

愛媛県

広島県障害者自立
支援協議会
医療的ケア児支援
部会

Ｈ30年度
既存の自立支援協議会を活用し，

専門部会を新たに設置

各障害保健福祉圏域
（全７圏域）

10人
程度

市町職員，訪問看護事業所・相談支援事業所等圏域の実情に応じて選定



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○

その他
（詳細）

○ ○

その他
（詳細）

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

○

その他
（詳細）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

平成28年度 既存の検討会を活用 福岡県全域 25

既存の自立支援協議会等を活用 県全域

福岡県

福岡県全域

福岡県全域
（県立特別支援学校）

20人
以内

福岡県医師会、福岡県歯科医師会、福岡県薬剤師会、福岡県看護協会、福岡県訪問看護ステーション連絡協議会、福岡県保
健所長会、福岡県庁関係課（健康増進課・がん感染症疾病対策課・医療指導課・子育て支援課・障がい福祉課・特別支援教
育課・高齢者地域包括ケア推進課）

医療的ケア児支援
及びレスパイトケ
アに関する庁内連
絡会議

平成29年度 既存の庁内連絡会議を活用 福岡県全域
15人
程度

福岡県庁関係課（消防防災指導課、健康増進課・がん感染症疾病対策課・医療指導課・高齢者地域包括ケア推進課・子育て
支援課・障がい福祉課・特別支援教育課）

新規単独

　医療（県医師会、県看護協会）、学識（弁護士）、保健・福祉行政、保護者（ＰＴＡ代表）

高知県全域 未定

医師会、看護協会

平成30年度

特別支援学校医療
的ケア体制整備事
業運営協議会

平成19年度 既存の運営協議会を活用

福岡県小児等在宅
医療推進事業検討
会

高知県

高知県重症心身障
害児及び医療的ケ
ア児等支援検討協
議会

平成30年度予定
既存の高知県重症心身障害児者等サー

ビス調整会議を改組（予定）

宮崎県
医療的ケア児等支
援に係る連携会議

平成30年度予定 新規設置予定 県内全域
１５人
程度

大分県 検討中 平成30年度 既存の自立支援協議会を活用予定 大分県全域

20

福岡県庁関係課（健康増進課・がん感染症疾病対策課・医療指導課・子育て支援課・障がい福祉課・特別支援教育課・高齢
者地域包括ケア推進課）

佐賀県
佐賀県医療的ケア
児等支援連絡協議
会

平成29年度 新規単独 佐賀県全域 22

福岡県小児等在宅
医療推進事業意見
交換会

平成26年度 既存の意見交換会を活用

熊本県全域（熊本市を除く）
20人
（予
定）

長崎県 未定

熊本県
（仮称）熊本県医
療的ケア児等支援
検討協議会

平成30年度予定



○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

23

北部圏域在宅長期
療養児者
連絡会議

平成28年度

平成28年度から新規単独で実施
（北部圏域障害者自立支援協議会 療
育・教育部会の重度心身障害者支援体
制整備ワーキングを廃止し、新規で実

施）

札幌市医療的ケア
児支援検討会

平成29得年度 新規に懇話会として設立 札幌市内 18

学識経験者、保育所

宮古圏域障害者自
立支援連絡会議
相談支援部会

平成19年度 既存の相談支援部会を活用

宮古圏域

19

障害者就業・生活支援センター

長期療養児療育相
談事業

平成25年度
宮古保健所において、長期療養児療育
相談事業の中で、個別相談や勉強会、

会議等を実施

内容に
より構
成員が
異な
る。

既存の自立支援連絡会議を活用 中部圏域 21

市町村、基幹相談支援センター、発達障がい者支援センター、障害者就業・生活支援センター、こども若者総合相談セン
ター

16

保育園、市町村、教育事務所、発達障害者支援センター

南部圏域障害者自
立支援連絡会議
療育・教育部会

南部圏域

北部保健所管内 19

八重山圏域障害者
自立支援連絡会議
療育・教育部会

既存の自立支援連絡会議を活用
（関係市町の調整が必要な場合）

八重山圏域（石垣市・竹富
町・与那国町）

平成30年度予定 既存の圏域自立支援連絡会議を活用

圏域市町障害福祉主管課

札幌市

沖縄県障害者自立
支援協議会　療
育・教育部会　医
療的ケア児ワーキ
ング

平成30年度予定
既存の自立支援協議会を活用（ワーキ

ングを新設）
沖縄県全域 10

保育園、市町村

鹿児島県
小児在宅医療推進
会議

平成30年度

既存の小児在宅医療推進会議を活用
※小児在宅医療推進会議はＨ２６に設
置していたが，Ｈ３０から医療的ケア
児支援の協議の場としても位置づける
予定
※Ｈ３１以降は，新規単独で設置予定

鹿児島県全域

沖縄県

中部圏域障害者自
立支援連絡会議

平成30年度予定

17



○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ 〇 〇 〇

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

仙台市医療的ケア
児者地域支援連絡
会

平成30年度
新規単独（庁内会議と外部委員との連

絡会）
仙台市全域仙台市 ２２人

学識経験者（東北福祉大学教授・講師）・仙台市医師会

13名

【その他→市立保育園、私立保育園協会】
また、委員構成は上記のとおりだが、事務局サイドに教育委員会を含む。

千葉市
医療的ケア児等支
援部会

平成30年度
千葉市自立支援協議会の専門部会とし

て立ち上げた

14

市　障害者福祉課

相模原市
小児在宅移行支援
会議

平成２７年度

既存の要医療ケア障害児在宅支援事業
における会議を活用（平成３０年度～
当会議の構成機関を増やし、強化を図
る予定）

市全域

千葉市全域 15程度

保育担当課

地域自立支援協議
会子ども部会

平成30年度 地域自立支援協議会の専門部会 さいたま市全域

小児在宅医療推進
委員会

平成28年度 新規単独 さいたま市全域 19名

医療型障害児入所施設
学識経験者：医科大学小児科

新潟市 未定 平成30年度
平成３０年４月に新設した、自立支援
協議会の相談支援連絡会療育等支援班
で協議

新潟市内

１０名
程度
（随
時） 基幹相談支援センター職員、発達障がい支援センター職員

川崎市
川崎市
医療的ケア児連絡
調整会議

平成30年度 新規単独 川崎市 24

横浜市 検討中 平成30年度予定 検討中 検討中

（未
定）

　今後、追加機関は、保育主管課及び教育委員会。

静岡市

静岡市障害者自立
支援協議会
子ども部会
医療的ケア児等支
援プロジェクト

平成30年度 既存の協議会を活用 静岡市圏域

さいたま市



○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

浜松市
重心児・者及び医
療的ケア専門部会

平成27年度
自立支援協議会の専門部会として、重
症心身障害児者専門部会を実施

浜松市 11

平成30年度から、保育、保健、教育の分野の委員を新しく選出予定

平成31年度予定 新規単独を検討 名古屋市

平成30年度 検討中 京都市域

学識経験者、保育所、行政担当者

岡山市 未定 平成30年度予定 未定 岡山市

神戸市

行政（広島市障害自立支援課、こども・家庭支援課、保育指導課、医療政策課、広島県障害者支援課）、民生委員・児童委
員

・市単独
・障害児の支援策の協議・推進の場で
ある「神戸市療育ネットワーク会議」
の一環として実施。

神戸市内

30

医療・障害福祉・保育所・母子保健担当課、必要に応じて関係機関を招聘

広島市
重症心身障害児者
地域生活支援協議
会

平成29年度 広島市域

京都市 未定

既存の庁内会議を活用し、必要に応じ
て関係機関を招聘

北九州市内

１０名
程度
（随
時）

検討中

名古屋市 未定

北九州市
（仮）医ケア協議
会

平成30年度予定

堺市 ― 平成31年度予定 新規単独（予定） 堺市全域

大阪市 未定 平成30年度 新規単独 大阪市圏域

既存の同協議会（平成25年度設置）を
活用し、平成29年度から、新たに在宅
医療、保育及び教育分野の職員が参画
している。

16

神戸市療育ネット
ワーク会議　医療
的ケア児の支援施
策検討会議

平成29年度



○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３

○ ○ ○ ○

その他
（詳細）

※３
学識経験者、保育士

理学療法士協会、作業療法士協会、ホームヘルパー協議会

療育相談センター

新規単独 熊本市全域
13人以

内

福岡市障がい者等
地域生活支援協議
会こども部会

平成28年度
既存の障がい者等地域生活協議会にこ

ども部会を設置
福岡市全域

医療的ケア児関係
機関等連絡会議
（仮称）

平成30年度予定 新規単独 福岡市全域

福岡市

19名

金沢市
金沢市自立支援協
議会
児童専門部会

平成30年度
既存の金沢市自立支援協議会児童専門

部会を活用
金沢市全域 9

横須賀市
横須賀地域小児等
在宅医療連絡会議

平成30年度予定

県が横須賀地域で実施する小児等在宅
医療連絡会議を、本市の医療的ケア児
のための保健・医療・障害福祉・教育
等の関係機関の協議の場として活用す
る。

横須賀市

18

熊本市
熊本市重症心身障
がい児等在宅支援
ネットワーク会議

平成28年度


